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本研究は，訪日外国人旅行者の観光周遊実態に基づき，観光の移動距離を表す「観光行動圏」を分析し，

外国人旅行者の観光周遊の規模を捉えるとともに，観光行動圏に影響する要因を明らかにすることを目的

とする．分析データとして観光庁が実施する「訪日外国人消費動向調査」を用い，入国空港と各訪問地，

出国空港を順に結んだ時の総直線距離を観光行動圏と定義した．国籍・地域別の集計により，韓国や香港，

台湾は観光行動圏が小さく，欧米豪は観光行動圏が大きい傾向にあることを把握した．また，観光行動圏

は滞在日数や出入国空港，旅行形態等の要因によって異なり，国籍・地域によって有意差がみられる要因

が異なることを確認した．中でも，個人旅行者は団体ツアー客と比較して観光行動圏が小さい．近年は団

体ツアー客が減少しており，今後，広域観光をしない旅行者が増加する可能性が示唆される． 
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1. はじめに 

 

近年，日本を訪れる外国人旅行者が増加傾向にある中

で，地方創生の策の一つとして，訪日外国人旅行者の地

方誘致に期待が高まっている．2017年 3月，日本政府は

新たな「観光立国推進基本計画 1)」を閣議決定し，東京

オリンピック・パラリンピックが開催される 2020 年へ

向けた目標を掲げた．国際観光については，訪日外国人

旅行者数 4,000 万人や訪日外国人旅行消費額 8 兆円とい

った目標に加えて，訪日外国人旅行消費を全国津々浦々

に届けることが重要であるとして，訪日外国人旅行者の

地方部における延べ宿泊者数を 7,000 万人泊（2015 年実

績値：2,514 万人泊）とする目標を掲げている．このよ

うに，国の目標として，訪日外国人旅行者数を増やすと

ともに，旅行者を地方部へ誘致し，その消費効果を地方

部へ波及させることが重要であるとしている． 

訪日外国人旅行者の地方誘致方策としては，大きく 2

つの策があると考える．1 つは外国人旅行者が地方部へ

直接出入国できる環境を整えることであり，もう 1つは

三大都市圏や地方の主要都市に集中する訪日外国人旅行

者がこれらの都市部だけでなく，地方部を合わせて訪れ

るような観光周遊を促進することである．前者は，訪日

外国人旅行者の地方誘致を直接的に推進するものであり，

近年は地方空港においても LCC 国際線の就航便が増加

しており，これによる地方誘致の好例も報告されている
2), 3)．一方，後者は外国人旅行者を都市部から地方部へ

誘致する方策であり，国の取り組みとして「広域観光周

遊ルート形成促進事業」が行われている． 

広域観光周遊ルート形成促進事業は，2015年から観光

庁が主体となって実施している取り組みである．この事

業は，テーマ性・ストーリー性を有する魅力ある観光地

域をネットワーク化し，訪日外国人旅行者の滞在日数に

合わせた広域観光周遊ルートを形成することにより，訪

日外国人旅行者の周遊の促進による地域の活性化を図る

ことを目的としている 4)．この取り組みが示すように，

訪日外国人旅行者の地方誘致へ向けては，旅行者の観光

周遊を促進し，都市部から地方部へ足を延ばしてもらう

ことが重要となる．その上で，訪日外国人旅行者の観光

周遊を促進するためには，訪日外国人旅行者の観光周遊

の実態を捉えた上で，戦略的なマーケティングを実施す

る必要があると考える． 

そこで，本研究は，訪日外国人旅行者の観光周遊実態

に基づき，観光の移動距離を表す「観光行動圏」を分析

し，外国人旅行者の観光周遊の規模を捉えるとともに，

観光行動圏に影響する要因を明らかにすることを目的と

する．  
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なお，本研究の構成は次の通りである．2 章では，訪

日外国人旅行者の観光行動に関する既存研究を整理した

上で，本研究の位置づけを示す．また，3 章では，本研

究の利用データの概略を示す．そして，4 章で観光行動

圏の定義を示すとともに，基礎的な集計を行い，5 章で

観光行動圏に影響を与える要因を分析，6 章で国籍・地

域によって異なる影響要因について考察する． 

 

 

2. 既存研究の整理と本研究の位置づけ 

 

我が国において，外国人旅行者の観光行動に関する研

究が本格的に実施されはじめたのは 2000 年代に入って

からのことである．これは，2003年に「ビジット・ジャ

パン・キャンペーン」が開始されると，国際観光の重要

性が認識されるようになり，今後の促進策について検討

していく上で，訪日観光の現状や課題を捉える必要があ

ったためである．ここで，訪日外国人旅行者の訪問地傾

向や観光周遊に関する研究を以下に整理する． 

まず，田中 5)や金 6)はパッケージツアーの旅程を分析

し，国・地域別の訪問傾向や観光ルートの差異などを明

らかにしている．しかし，これらはパッケージツアー利

用の旅行者のみが対象であるため，個人旅行による観光

行動は捉えられていない． 

次に，日比野ら 7)や菱田ら 8)，松井ら 9)は，一連の研究

として，訪日外国人旅行者の訪問地傾向を数量化Ⅲ類に

より分析している．特に，松井らは，訪問地傾向と観光

活動に着目し，国籍・地域や訪日回数，旅行形態別の差

異を示している．しかし，その他の要因との関係につい

ては言及されておらず，観光周遊については捉えられて

いない． 

続いて，矢部 10)は，訪日外国人旅行者の訪問地傾向を

単一目的地型と複数目的地型に分け，観光周遊の把握を

試みている．訪問地を単一あるいは複数訪れる場合で大

きく 2つに分けて議論しているが，より詳細な単位で観

光周遊を捉える必要性が窺える．また，全ての国籍・地

域を含めた考察を行っているが，国籍・地域による観光

周遊の差異に着目する必要があると考える． 

さらに，古屋ら 11)は，潜在クラスモデルにより訪日外

国人旅行者の都道府県訪問パターンを分析しており，国

籍・地域や旅行形態，旅行時期，訪日回数などの要因と

の関連性を明らかにしている．  

その上で，本研究では，訪日外国人旅行者の観光行動

圏を分析することで，旅行者個人の観光周遊の規模を捉

えた．これにより，国籍・地域や訪日回数，旅行形態等

の要因別の観光周遊の実態に関する差異を明らかにする

ことができる．この結果は，訪日外国人旅行者の観光周

遊促進を図る上での基礎情報として意義があると考える． 

3. 分析データ 

 

(1) 訪日外国人消費動向調査 

訪日外国人消費動向調査は，観光庁が 2010 年から実

施する，訪日外国人客の消費実態等を把握することを目

的とした調査である 12)．本調査の概要を表-1に示す．主

要 18空海港で四半期毎に総数 9,710サンプルを目標に調

査を実施しており，調査事項として，回答者属性（国籍，

性別，年齢，訪日回数など）や訪日目的，訪問地，消費

額などがある．訪問地は訪れた地名を訪問順に記入する

形式をとっている． 

本研究では 2016 年の個票データを用いて分析を行っ

た．分析の対象としては，観光・レジャー目的かつ滞在

日数が 27 日間以内の旅行者とし，国・地域として，韓

国，台湾，香港，中国，タイ，シンガポール，マレーシ

ア，欧州，米国，豪州を選択し，訪問地に有効回答が得

られたサンプルのみを対象とした． 

 

(2) 基礎集計 

本研究における分析対象データの個人属性および旅行

要因別のサンプル数と構成比率を表-2 に示す．国籍・

地域では韓国が最も多く，次いで，中国，台湾が多い．

性別ではわずかに女性が多く，年代では 20代や 30代の

占める割合が高い ． 

また，国籍・地域別の訪日回数，旅行形態，滞在日数，

出入国空港の組み合わせの構成比率を示す． 

まず，訪日回数別の構成比率を図-1 に示す．ここで，

本研究では訪日回数が 2～5 回目の旅行者を準リピータ

ー，6 回目以上の旅行者をリピーターと称することとす

る．台湾や香港では準リピーターやリピーターが多く，

中国や欧州，米国，豪州では初訪日旅行者が 6割以上を

占める．中国に関しては 2010 年と 2015年にビザが緩和

されたこともあり，いまだ初訪日旅行者が多くを占めて

いると考えられる． 

表-1 訪日外国人消費動向調査の概要 

調査名 訪日外国人消費動向調査

対象
トランジット，乗員，1年以上の滞在者を除く日本を出
国する訪日外国人客

場所

新千歳空港，函館空港，仙台空港，新潟空港，東京
国際空港（羽田空港），成田国際空港，小松空港，富
士山静岡空港，中部国際空港，関西国際空港，広島
空港，高松空港，福岡空港，鹿児島空港，那覇空
港，関門（下関）港，博多港，厳原港の18空海港

時期 四半期（1～3月，4～6月，7～9月，10～12月）

方法 調査員による聞き取り調査

内容
回答者属性（国籍，性別，年代，訪日回数など）や訪
日目的，訪問地，消費額など
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次に，旅行形態別の構成比率を図-2 に示す．台湾や

中国では，団体ツアーの割合が約 4割と高く，タイやマ

レーシアで約 2割を占める．その他の国・地域では個人

旅行の割合が約 9割と高く，個人旅行による観光が多い

ことが分かる． 

続いて，滞在日数別の構成比率を図-3 に示す．韓国

では 3日間以内が約 3割と短期間の観光が多い傾向にあ

る．台湾や香港，中国，タイでは 4～6 日間の割合が高

く，シンガポールとマレーシア，米国では 7～13日間の

割合がおよそ半数を占める．中でも，欧州と豪州は滞在

日数の長い旅行者が多く，21～27日間の観光も 1割程み

られる． 

最後に，出入国空港の組み合わせ別の構成比率を図-4

に示す．中国は異なる空港により出入国する旅行者が約

4 割を占めており，マレーシアや欧米豪では約 2 割と比

較的多い．韓国や台湾，香港では 1割を切っており，ほ

とんどの旅行者が同一空港により出入国している． 

以上のとおり，国籍・地域によって，訪日回数や旅行

形態等における構成が異なることを確認した． 

 

 

 

 

 

 

 

表-2 分析対象データの個人属性と旅行要因の構成比率 
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図-1 国籍・地域別・訪日回数別の構成比率 
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図-2 国籍・地域別・旅行形態別の構成比率 
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図-3 国籍・地域別・滞在日数別の構成比率 
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図-4 国籍・地域別・出入国空港の組み合わせ別の構成比率 

N 比率 N 比率

韓国 12233 47.2% 1-3月期 6516 25.2%

台湾 3532 13.6% 4-6月期 6331 24.4%

香港 904 3.5% 7-9月期 6630 25.6%

中国 4595 17.7% 10-12月期 6422 24.8%

タイ 594 2.3% 初訪日 11485 44.3%

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 242 0.9% 2～5回目 10514 40.6%

ﾏﾚｰｼｱ 565 2.2% 6回目以上 3900 15.1%

欧州 1465 5.7% 団体ツアー 5483 21.2%

米国 1205 4.7% 個人旅行 20416 78.8%

豪州 564 2.2% 3日間以内 4233 16.3%

男性 11647 45.0% 4-6日間 14105 54.5%

女性 14252 55.0% 7-13日間 6059 23.4%

20歳未満 1214 4.7% 14-20日間 1264 4.9%

20代 9647 37.2% 21-27日間 238 0.9%

30代 7257 28.0% 自分ひとり 3363 13.0%

40代 4123 15.9% 同行者あり 22536 87.0%

50代 2218 8.6% 同一空港 22473 86.8%

60代 1140 4.4% 異なる空港 3426 13.2%

70歳以上 300 1.2%

個人属性 旅行要因

※出入国空港において成田空港と羽田空港は同一としている．

国籍
地域

性別

年代

旅行
時期

訪日
回数

旅行
形態

滞在
日数

同行者

出入国
空港
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4. 観光行動圏の定義と基礎集計 

 

本章では，訪日外国人旅行者の観光行動圏を定義し，

それを計測，基礎集計を行う． 

 

(1) 定義 

観光には基本的な型が存在する．鈴木ら 13)は，生活の

拠点を出発し，観光地域に到達するまでの距離を観光基

本距離，観光地域における回遊の範囲を観光行動圏とし

たとき，観光の基本型はテニスラケット状に見立てるこ

とができるとしている．さらに，この観光基本距離と観

光行動圏，泊数は相関関係にあるとされる． 

この考えは，訪日外国人旅行者にも当てはまると考え

る．これは，遠方の国を訪れる場合，できるだけ長く滞

在したいという意欲が働き，滞在日数が伸びるほど広く

周遊する余裕が得られるためである．そこで，本章では

観光行動圏の基礎的な集計を行った上で，「遠方からの

旅行者は滞在日数が長く，広域観光を行う傾向にある」

という仮説を検証する． 

ここで，本研究における観光行動圏と観光基本距離の

定義を示す．鈴木らは，ラケット構造の半径を観光行動

圏としているが，訪日外国人旅行者は，入国空港と出国

空港が異なり，観光行動の起終点が違う場合が存在する．

そこで，本研究では，観光行動圏を入国空港と各訪問地，

出国空港を順に結んだ時の総直線距離と定義する．また，

観光基本距離は国・地域から日本までの距離をとる．こ

れらの関係を図-5に図示する． 

 

(2) 計測と基礎集計 

訪日外国人消費動向調査では，訪問地を観光地，市区

町村，都道府県などの名称で答える形式をとっている．

そこで，Googleマップの緯度・経度検索を活用して，各

訪問地の緯度・経度を求めた．このとき，市区町村と都

道府県に関しては，市区町村役所，都道府県庁を代表地

とした．そして，定義に基づき，観光行動圏を計測した． 

国籍・地域別の観光行動圏の基礎統計量を表-3 に示

す．平均値をみると，韓国の観光行動圏が最も小さく，

中国やシンガポールはアジアの国・地域の中で，観光行

動圏が大きい傾向にある．さらに，欧州と豪州は観光行

動圏が大きく，広域的な観光を行う傾向にある． 

 

(3) 観光行動圏と観光基本距離，滞在日数の関係 

観光行動圏と観光基本距離，滞在日数の関係を図-6，

表-4 に示す． 図-6 は，横軸に観光基本距離，縦軸に滞

在日数の平均値をとり，円の幅が観光行動圏の平均値を

(ⅰ)同一空港を利用 (ⅱ)異なる空港を利用 

観光対象 

出入国空港 

国・地域 

観光基本距離 

観光行動圏 

図-5 訪日外国人旅行者の観光基本型 

表-3 観光行動圏の基礎統計量 

韓国

台湾

香港中国

タイ

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

ﾏﾚｰｼｱ

欧州

米国

豪州

0

2

4

6

8

10

12

14

16

0 2000 4000 6000 8000 10000 12000

平
均
滞
在
日
数(

日)

観光基本距離(km)

円の幅：

平均観光行動圏(km)

国籍地域 N 平均値 中央値 標準偏差 歪度 尖度

韓国 12233 164.8 142.8 204.6 8.7 132.6

台湾 3532 292.6 186.3 284.9 3.4 17.8

香港 904 311.5 162.9 425.7 4.9 36.6

中国 4595 548.8 500.7 491.0 2.2 9.7

タイ 594 419.7 303.3 465.0 3.4 16.7

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 242 645.6 454.9 660.3 1.5 1.9

ﾏﾚｰｼｱ 565 467.5 272.7 538.1 3.0 13.8

欧州 1465 1010.6 872.4 788.5 1.3 2.7

米国 1205 746.2 574.2 707.0 1.5 3.0

豪州 564 1012.0 928.6 779.2 1.7 5.7

※平均値，中央値，標準偏差の単位は（km）

表-4 観光行動圏と観光基本距離，滞在日数の関係 

国籍地域 N
観光行動圏

(km)

滞在日数

(日)

観光基本

距離(km)

韓国 12233 164.9 4.2 1118.7

台湾 3532 292.6 6.0 2241.5

香港 904 311.5 6.6 2916.5

中国 4595 548.8 6.9 2256.2

タイ 594 419.7 7.0 4590.0

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 242 645.6 8.7 5324.0

ﾏﾚｰｼｱ 565 467.5 7.7 4897.3

欧州 1465 1010.6 12.7 9641.9

米国 1205 746.2 9.5 9397.6

豪州 564 1012.0 12.9 7270.4

行動圏・日数 行動圏・距離 距離・日数

0.60***  0.47***  0.64***  

0.36 0.22 0.41

指標

相関係数

決定係数

***p<0.001

図-6 観光行動圏と観光基本距離，滞在日数の関係 
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表している．それぞれの値の決定係数をみると，観光行

動圏と滞在日数は 0.36，観光基本距離と滞在日数は 0.41

であり，ある程度の相関関係があり，観光行動圏と観光

基本距離は 0.22 と少しの相関関係にある．そのため，

「遠方からの旅行者は滞在日数が長く，広域観光を行う

傾向にある」という仮説は多少の当てはまりがあると言

える． 

一方で，中国は観光基本距離に対する観光行動圏が大

きく，米国は観光基本距離に対する観光行動圏が小さい

傾向にある等，その他の影響要因が存在すると考えられ

る．そこで，次章では観光行動圏に影響を与える要因に

ついて分析する．  

 

 

5. 観光行動圏に影響を与える要因の分析 

 

本章では，訪日外国人旅行者の観光行動圏に影響を与

える要因について数量化Ⅰ類による分析を行う．数量化

Ⅰ類によって，被説明変数と説明変数の関係を分析する

ことで，説明変数の重要度と説明変数の各カテゴリーの

影響度を明らかにすることができる． 

観光行動圏を被説明変数として数量化Ⅰ類を実行した

結果を表-5 に示す．説明変数としては，国籍・地域，

性別，年代，旅行時期，訪日回数，旅行形態，滞在日数，

同行者の有無，出入国空港の組み合わせを用い，その中

で全ての変数が有意水準を満たした結果を示している． 

まず，分析の精度を確認すると，決定係数は0.51であ

り，0.5 を上回ったため，ある程度の精度が得られたと

言える．また，分散分析より，分析結果は 0.1%水準で

有意である．標準化係数を比較すると，滞在日数が最も

大きく，国籍・地域，旅行形態，出入国空港，年代，訪

日回数，旅行時期の順に大きい． 

続いて，説明変数の各カテゴリーの影響度をみる（表

-6）．この影響度は，カテゴリースコアで表されており，

値が大きいほど正あるいは負の影響が大きいカテゴリー

であると言える．国籍・地域では，韓国や台湾，香港の

スコアが負であり，欧米豪のスコアが高い．年代では

20歳未満と 20代のスコアが負であり，50代や 60代のス

コアが高いことから，高齢の旅行者の方が広域観光を行

う傾向にあると言える．また，旅行時期では 1～3 月期，

7～9 月期，訪日回数では初訪日，旅行形態では団体ツ

アー，滞在日数では長期間の場合，出入国空港では異な

る空港を利用する場合に広域観光を行う傾向にある． 

以上の通り，数量化Ⅰ類によって，訪日外国人旅行者

の観光行動圏に影響する要因を捉えることができた．し

かしながら，この影響要因は国籍・地域によって異なる

と考えられる．そのため，次章では，国籍・地域によっ

てどのような要因が影響しているかを確認する． 

 

  

表-5 説明変数の重要度 

N カテゴリースコア

韓国 12233 -0.697

台湾 3532 -0.567

香港 904 -0.515

中国 4595 0.753

タイ 594 0.267

シンガポール 242 1.215

マレーシア 565 0.1

欧州 1465 2.345

米国 1205 1.775

豪州 564 2.57

20歳未満 1214 -2.065

20代 9647 -0.727

30代 7257 0.146

40代 4123 0.375

50代 2218 2.042

60代 1140 2.212

70歳以上 300 -0.436

1-3月期 6516 0.925

4-6月期 6331 -0.017

7-9月期 6630 0.691

10-12月期 6422 -1.635

初訪日 11485 1.025

準ﾘﾋﾟｰﾀｰ 10514 -1.146

ﾘﾋﾟｰﾀｰ 3900 0.071

団体ツアー 5483 1.93

個人旅行 20416 -0.518

3日間以内 4233 -0.881

4-6日間 14105 -0.473

7-13日間 6059 0.967

14-20日間 1264 2.97

21-27日間 238 3.326

同一 21976 -0.423

異なる 3923 2.367

滞在
日数

出入国
空港

個人属性・旅行要因

国籍
地域

年代

旅行
時期

訪日
回数

旅行
形態

説明変数 標準化係数 有意確率

国籍・地域 0.268 0.000

年代 0.048 0.000

旅行時期 0.020 0.000

訪日回数 0.027 0.000

旅行形態 0.191 0.000

滞在日数 0.386 0.000

出入国空港 0.181 0.000

表-6 カテゴリースコア 
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6. 観光行動圏の影響要因に関する考察 

 

(1) 観光行動圏の差の検定 

本章では，国籍・地域別の観光行動圏に対して，どの

ような要因が影響しているかを分析し，その特徴につい

て整理する．まず，国籍・地域別の個人属性および旅行

要因別の観光行動圏に関する差の検定を行う．なお，観

光行動圏は正規分布には従っておらず，等分散性を有し

ていないため，平均値による差の検定は適さない．その

ため，中央値を比較するノンパラメトリック検定として，

独立2群のデータに対してMann-WhitneyのU検定，独立

多群のデータに対して Kruskal-Wallis 検定を用いる．国

籍・地域別，個人属性および旅行要因別の観光行動圏の

中央値を表-7，差の検定の結果を表-8に示す． 

滞在日数は全ての国・地域において有意差があり，出

入国空港の組み合わせでは 8か国・地域，旅行形態では

表-8 個人属性および旅行要因別の観光行動圏の差の検定 

表-7 個人属性および旅行要因別の観光行動圏の中央値 

韓国 台湾 香港 中国 タイ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾏﾚｰｼｱ 欧州 米国 豪州

国籍・地域

性別 ** - - - - - - - - -

年代 *** *** - *** - * - *** - **

旅行時期 *** - - *** - - - * *** -

訪日回数 *** - - *** - - - *** - **

旅行形態 *** *** *** *** - ** - - *** **

滞在日数 *** *** *** *** *** *** *** *** *** ***

同行者 *** *** - *** - - - ** - *

出入国空港 *** *** *** *** *** * *** - *** -

***
個人

属性

旅行
要因

国籍・地域

Mann-WhitneyのU検定（独立2群），Kruskal-Wallis検定（独立多群）  ***p<0.001  **p<0.01  *p<0.05

韓国 台湾 香港 中国 タイ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾏﾚｰｼｱ 欧州 米国 豪州

12233 3532 904 4595 594 242 565 1465 1205 564

143 186 163 501 303 455 273 872 574 929

男性 143 192 177 500 302 485 271 869 594 930

女性 144 184 163 503 305 452 278 877 553 923

20歳未満 145 173 142 529 273 - 163 669 321 929

20代 147 172 163 499 309 396 317 871 511 933

30代 128 177 162 352 297 294 240 900 751 931

40代 149 208 180 520 317 343 197 859 512 514

50代 173 264 174 574 317 531 335 857 643 913

60代 183 355 233 595 323 619 358 1136 644 927

70歳以上 142 359 - 566 - - - 1235 596 1195

1-3月期 162 187 170 512 296 330 211 857 422 932

4-6月期 126 192 163 500 303 537 267 887 782 932

7-9月期 139 180 171 512 276 503 267 920 706 932

10-12月期 132 198 163 352 319 428 333 865 511 921

初訪日 162 180 173 523 304 327 265 903 593 934

準ﾘﾋﾟｰﾀｰ 143 185 168 225 303 468 314 711 585 859

リピーター 116 200 162 211 282 531 213 770 253 365

団体ツアー 213 302 293 614 317 857 338 988 857 1198

個人旅行 133 162 162 211 299 417 231 868 536 919

3日間以内 78 86 82 78 94 - 121 126 121 80

4-6日間 162 181 143 444 240 162 163 129 130 128

7-13日間 188 222 242 512 441 526 423 799 703 858

14-20日間 169 456 976 561 293 886 816 1141 1061 1090

21-27日間 445 208 - - - - - 1553 1528 1499

自分ひとり 127 162 162 351 230 186 207 857 530 859

同行者あり 149 193 164 504 303 495 273 878 590 933

同一空港 143 177 162 185 270 327 184 865 499 923

異なる空港 244 414 483 559 535 566 524 899 607 960

旅行
時期

国籍・地域

N

全体

性別

年代

訪日
回数

手配
方法

滞在
日数

同行
者

空港

単位（km）※サンプル数10以上の場合のみ表示
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7 か国・地域で有意差がある．このように，個人属性お

よび旅行要因別の観光行動圏の差の検定を行った結果，

国・地域によって有意差がある要因が異なることを確認

した．以下，訪日回数，旅行形態，滞在日数，出入国空

港の組み合わせについて，観光行動圏との関係について

考察する．  

 

(2) 訪日回数 

訪日回数別の観光行動圏に関する差の検定を行った結

果，韓国と中国，欧州，豪州において有意差がみられた．

これらの国・地域においては，訪日回数が増えると，観

光行動圏が小さくなる傾向にあることがわかる． 

ここで，訪日回数と旅行形態，訪日回数と滞在日数の

関係について確認する（図-7，図-8）．まず，訪日回数

と旅行形態の関係をみると，訪日回数が増えると，個人

旅行が増加する傾向にあることがわかる．特に，中国で

は初訪日の場合に団体ツアーが 55%を占めるのに対して，

準リピーターでは 26%，リピーターでは 19%まで減少す

る．次に，訪日回数と滞在日数の関係をみると，欧州と

豪州においてリピーターの滞在日数が短い傾向にある．

このように，リピーターになると個人旅行の割合が増加

し，滞在日数が短くなることが影響して，観光行動圏が

小さくなると考えられる． 

 

(3) 旅行形態 

旅行形態別の観光行動圏に関する差の検定の結果，7

か国・地域で有意差がみられた．これらの国・地域では，

団体ツアーの方が，個人旅行よりも広域観光する傾向に

ある．ここで，近年の旅行手配方法に占める団体ツアー

の比率の推移を確認すると，アジアの旅行者の団体ツア

ー比率が大きく減少し，個人旅行が増加していることが

わかる（図-9）．また，中国では，いまだ団体ツアー比

率が高いが，今後は韓国や香港のように，減少していく

ことが予想される． 

以上の通り，近年，個人旅行者が増加しているが，そ

の中で，個人旅行の観光行動圏が小さいことが明らかと

なった．そのため，今後は広域観光をしない旅行者が増

加する可能性が示唆される． 
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図-9 団体ツアー比率の推移 

図-8 訪日回数別の平均滞在日数 

図-7 訪日回数と旅行形態の関係 
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(4) 滞在日数 

滞在日数別の観光行動圏については，すべての国・地

域において有意差が確認できた．このことから，いずれ

の国・地域においても滞在日数が長い方が広域観光を行

う傾向にあると言える．一方で，同程度の滞在日数であ

っても，国籍・地域によって観光行動圏が異なる様子が

みられた． 

これについて，1 日当たりの観光行動圏を算出すると，

韓国や台湾，香港で小さく，中国や欧州，米国，豪州の

方が大きい傾向にある（図-10）．そのため，同程度の

滞在日数であっても韓国や台湾，香港の旅行者は観光の

移動距離が小さく，中国や欧米豪の旅行者の方が広域的

に観光していることがわかる．これは，ゴールデンルー

トを利用する際に長距離移動を伴うことや，欧州や豪州，

米国に関しては地方部へ直接入国することが容易ではな

く，地方部を訪れる際に，長距離移動が必要となること

が要因として考えられる． 

 

(5) 出入国空港 

出入国空港の組み合わせ別の観光行動圏をみると，8

か国・地域で有意差がみられた．特にアジアの旅行者に

おいて，異なる空港により出入国する場合に観光行動圏

が大きい傾向にある． 

ここで，前掲の図-4 をみると，中国は出入国におい

て異なる空港を利用する旅行者が約 4割と多い．これは，

中国の旅行者に初訪日旅行者や団体ツアー客が多く，そ

の際に羽田・成田空港と関西空港を組み合わせたゴール

デンルートにおける観光が多いためであると考えられる．

一方，韓国や台湾，香港の旅行者は同一空港による出入

国が多い． 

滞在日数の短いアジアの旅行者においては十分に広域

的な観光が行われていない現状にある．出入国において

異なる空港の利用を促進することが地方誘致を進める一

つの策であると考える． 

 

7. おわりに 

 

本研究では，観光の移動距離を表す「観光行動圏」を

分析することで，国籍・地域別の観光周遊の差異を示し，

どのような旅行者が広域観光をする傾向にあるかを明ら

かにした． 

観光行動圏と観光基本距離，滞在日数は，それぞれ多

少の相関関係にあり，遠方からの旅行者は滞在日数が長

く，広域観光を行う傾向にある．また，観光行動圏に影

響を与える要因としては，滞在日数が最も大きく，次い

で，国籍・地域，旅行形態，出入国空港，年代，訪日回

数，旅行時期の順に大きい． 

そして，個人属性および旅行要因別の差の検定を行い，

国籍・地域別で観光行動圏に影響を与える要因がいかに

異なるかを確認した．訪日回数では，韓国と中国，欧州，

豪州においてリピーターの方が観光行動圏が小さくなる

傾向がみられた．これは，リピーターになると個人旅行

者が増加し，滞在日数が短くなる傾向にあることが関係

していると考えられる．また，旅行形態では，団体ツア

ー客の方が，個人旅行者よりも観光行動圏が大きい傾向

にある． 

近年，個人旅行者が増加傾向にあり，特に，中国はい

まだ団体ツアー客が多いものの，今後，個人旅行者が増

加すると考えると，広域観光をする旅行者が減少する可

能性が危惧される．その中で，観光周遊促進をはかるた

めには，出入国において異なる空港の利用を促進するこ

とが必要であると考える．特にアジアの旅行者は滞在日

数が短いため，同一の空港によって出入国する場合，広

域観光を行うことが難しい．その中で，近年はアジアの

旅行者が選択できる空港が増えており，入国空港と異な

る空港からの出国を選択しやすい環境を整えることによ

り，短い滞在日数の中でも広域観光を行うことが容易に

なると考える． 

最後に，今後の課題として，今回の分析では 2016 年

のデータのみを扱ったため，時系列でどのように観光周

遊実態が変化してきたのかを捉えることができなかった．

今後は，訪日外国人消費動向調査の実施され始めた2010

年から 2017 年までのデータを含めた分析により，経年

的に観光行動圏がどのように変化してきているかを捉え

る必要があると考える． 
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